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近年，少子高齢化の進展による空き家の増加とそれに伴う環境悪化が大きな問題となっており，空き家数の増加を抑

制するための対策が急務である．空き家を抑制するためには空き家の管理を所有者のみの責任とするのではなく，行政

が主体となって空き家対策に取り組まなくてはならない．また，空き家対策を有効に行うためには空き家の発生に何が

影響しているのかを分析し，予測する必要がある．本研究では空き家の発生を段階ごとにわけてそれぞれにおける原因

を分類し，その分類をもとに空き家率への影響度を分析することで，有効な空き家対策を提案することを目的とする． 

 

１．研究の背景・目的  

近年，全国的に空き家の数が増加している．総務

省統計局¹⁾によると，空き家数，空き家率ともに昭

和38年から増加の一途をたどっており，52万戸であ

った空き家数は平成25年には6063万戸となり，2.

5％だった空き家率は13.5％に達している．また，内

閣府の推計¹⁾によると少子高齢化が進み，2060年に

は総人口が9000万人を割り込むとされており，人口

減少に歯止めがかからなければ空き家の数はこれか

らますます増えることが予想される． 

空き家数の増加に伴い管理不全の空き家も増加し

ており，地域の防犯性・防災性の低下や居住環境の

悪化を引き起こしている．平成26年に国土交通省が

行った空家実態調査²⁾によると，屋根の変形や柱の

傾きなど建物の主要部分に不具合が生じている空き

家が全体の18.8％，部分的なものを含め普及・破損

がある空き家が27.9％と合わせて約半数の空き家が

保存状態に問題があり，安全や景観の面で問題視さ

れている．同調査によると，管理が行き届かない理

由としては「遠方に住んでいるので管理が困難」や

「管理の作業が大変」「管理費用の負担が重い」など

があげられており，空き家管理を所有者のみに任せ

ることへの限界がみられる．また，神奈川県で自治

体を対象に行われたアンケート³⁾によると，31の自

治体中21の自治体で住民から空き家に関する相談

苦情（枝葉の越境や建物の安全性など）を受理した

ことがあるという． 

このような状況下では空き家対策が必要なことは

明らかである．空き家の発生を予測，抑制して，発

生した空き家を有効活用することが求められる．そ

こで本研究では特に空き家の発生の段階ごとの要因

に着目し，神奈川県秦野市を対象に空き家の発生を

定量的に予測する手法を構築する．さらに現在取り

組まれている様々な空き家対策が空き家率にどの程

度影響を与えるのかを探ることを目的とする． 

 

２．既存研究の整理と本研究の位置づけ 

2.1既存研究の整理 

①空き家の発生予測に関する研究 

生ら⁴⁾は宇都宮市を対象に空き家率を目的変数と

した重回帰分析を行った．その結果，地域の平均世

帯人員数や高齢化率が空き家率に大きく寄与してい

ることがわかった．清水⁵⁾は住宅市場の需要供給曲

線から経済的な観点に基づく分析を行い，相続税や

固定資産税といった税制が新築物件の無秩序な増加

や，中古流通市場の硬質化を招いているとし，対策

を訴えた．西山⁶⁾は宇都宮市の空き家実態調査から

空き家の発生は固定資産税や維持費や解体費といっ

た経済的な問題から所有者の高齢化といった問題が

複雑に絡み合っていることを明らかにした． 

②空き家の流動性に関する研究 

菊池ら⁷⁾は1973年から1993年までの住宅統計調

査報告の結果をもとに世帯移動が空き家ストックの

形成にどの程度関係しているかをモデル的に考察し，

世帯移動に伴い発生する空き家数が総空き家数に占

める割合は約2割程度であり，住宅市場において直

接的には機能しなくなる可能性の高い空き家の割合

が多くなっていることを明らかにした．中園ら８)は

山口県内の戸建て持家の1989～93年の期間におけ

る住み替えを対象に，新規に供給される住宅と中古

住宅への住み替え連関モデルを用いて，空き家を「流

通，潜在，滅失」に区分し，滅失空き家数の推計を

行った．その結果，1989～93年の4年間において新

規の住宅供給量と同程度の継続空き家が算出される

が，そのうち市場に流通する空き家数は2割程度であ

ること，流通しない8割のうち1/4の空き家が潜在化

し，残りの3/4が滅失していると推計された．石坂ら

⁹⁾は住宅統計調査から立地距離帯，建築時期，世帯

主年齢による区分から空き家の流動特性を分析した．

その結果，既存住宅ストックはあまり市場に流通せ

ず，流動戸数の約半分は滅失していることがわかっ

た． 

2.2本研究の位置づけ 

 空き家率に影響を与える要因および住み替えによ

る空き家数の増減については明らかになりつつある．

一方で空き家の発生をいくつかの段階に分類し，各
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段階における要因を分析した研究は少ない．本研究

は空き家が発生する一連の流れを段階ごとに分類し，

それぞれの段階における要因の相対的な関係をまと

め，空き家の発生を体系的に予測するという点に特

徴がある． 空き家の発生を段階ごとに分けることで，

これまで明らかになった要因同士の影響の大きさを

比較することが可能になると考えられる． 

 

３．研究の概要 

 本研究の流れは以下の通りである． 

①空き家発生の構造把握 

 空き家の発生を「居住者がいなくなる」「新しい居

住者が現れない」「空き家のまま放置される」の三段

階に分け，各段階における空き家の発生要因を整理

する． 

②評価基準の設定 

 整理した発生要因がそれぞれ空き家率に与える影

響の大きさを評価するための基準を設定する．評価

基準は定量的かつ入手可能なデータにする． 

③共分散構造分析 

 仮定した空き家発生の段階ごとにおける要因と評

価基準をもとに共分散構造分析を行う．これにより

要因と評価基準の因果関係を明らかにする． 

④予測式構築 

 共分散構造分析の結果に基づいて空き家率の予測

式を構築する．特定の空き家対策を導入したときに

空き家率がどのように変化するかを予測する． 

また，予測式に妥当性があるかを検討し，必要が

あれば構造分析に立ち返り，評価基準を追加または

削除することにより精度を高める． 

⑤空き家対策の検討 

 予測式をもとに複数の空き家対策を導入したとき

に空き家率削減にどの程度影響があるかを空き家対

策の組み合わせ毎にシナリオを作成し，シナリオ分

析を行う． 

 

４．対象地と使用データについて 

4.1対象地の概要 

 本研究では神奈川県秦野市を対象地に選定した．

秦野市は神奈川県の中西部に位置し，市域は東西約

13.6 キロメートル，南北は約12.8 キロメートル，

面積は103.61 平方キロメートルで，県内19 市中5 

番目の広さを持つ都市であり，その全域が都市計 

画区域となっている．東京からは約60キロメートル，

横浜から約37キロメートルの距離にあり，北方には

神奈川県の屋根と呼ばれている丹沢山塊が連なり，

南方には渋沢丘陵が東西に走り，県下で唯一の典型

的な盆地を形成している． 

 

4.2対象地における空き家と人口の現況 

 秦野市の空家数および空家率の推移を図１¹⁰⁾に

示す．空家数，空家率ともに増加傾向にあることが

分かる．また，平成25年度の空き家率が13.4%と全国

データと近い値となっている． 

 
図１ 秦野市における空家数及び空家率の推移 

 

次に年齢3区分別人口の推移を図２¹¹⁾に示す．少

子高齢化が進んでいることがわかり，人口減少とそ

れに伴うさらなる空き家の発生が懸念される．また，

高齢化率は25.3%であり，これも全国データの26.7%

と近い値になっている． 

 

図２ 秦野市における年齢3区分別人口の推移 

 

高齢化の進行に歯止めがかからず空き家数，空き

家率ともに上昇しているなどの点が全国データと似

通っている．よって秦野市が抱える空き家問題は全

国的にみても特異なものではないと考えられる．し

かし空き家の内訳としては賃貸用の住宅が79.8%と

最も高く神奈川県内の他の市と比較して高くなって

いるので賃貸の都合上一時的に居住者がいなくなっ

ているだけの空き家と，居住者がいないことが常態

化してしまっている空き家とを区別することが求め

られる． 

秦野市における空き家に対する取り組みとしては，

住宅・土地統計調査とは別に市独自で外観目視やア

ンケートによって空家実態調査¹⁰⁾を行い，空き家の

実態把握と対策に努めている． 

 

4.3データの扱い 
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  本研究では水道利用状況データを用いて地区ご

との空き家率を算出する．これにより秦野市をメッ

シュ単位に区切り，それぞれの空き家率を算出し，

分析を行うことが可能である．秦野市が独自に行っ

た空き家調査では，アンケートの回収率が極端に低

い地区があるなど，抽出された空き家数は86件と非

常に少なく，分析するうえでは不十分であるが，水

道利用状況データを利用することで十分な量のデー

タを確保することが可能である．水道利用状況デー

タで利用状況が3年以上「休止中」または「停水」と

なっている物件を空き家として，そうした物件が水

道利用状況データ全件数に占める割合を空き家率と

して算出する．  

 

５．空き家発生の構造把握 

5.1空き家発生要因の分類 

 空き家の発生は「居住者がいなくなる」「新しい居

住者が現れない」「空き家として放置される」の三段

階にわけられる．さらにそれぞれの段階における空

き家の発生要因は人的要因と環境要因にわけられる．

例えば，居住者がいなくなる要因として考えられる

のは死亡または転出である．そのうち死亡は人的要

因であるが転出は理由によって人的要因か環境要因

かに分類される．結婚や出産による世帯人数の増加

が理由ならば人的であり，周辺環境の悪化により引

っ越しを余儀なくされたのであれば環境要因と分類

できる．上記のように空き家発生の各段階において，

要因を抽出し分類する．例として，「居住者がいなく

なる」の要因抽出に用いた調査結果を図３に示す． 

 

図３ 空家実態調査「人が住まなくなった理由」 

 

さらにそれぞれの要因について影響を定量的に評

価するための評価基準を設定する．これらの要因と

評価基準の関係を結び，空き家発生要因を分類した

結果が図４である． 

 

図４ 空き家発生の原因および指標 

 

 図４の構造をもとに，発生のどの段階が空き家率

に影響を大きく与えているのか，また各評価基準が

それぞれの段階にどの程度の影響を与えるのか測る

ために共分散構造として表したものが図５である．

図５を用いて共分散構造分析を行い，空き家率への

影響を求める．これによって空き家の発生において

主要な要因となっているのが空き家発生のどの段階

なのか，また各段階における主要な要因を定量的に

評価できると考えられる． 

 

図５ 空き家発生の共分散構造 

 

5.2空き家の段階毎における対策 

 現在導入されている，および今後導入可能である

と考えられる空き家対策と，それぞれの対策が空き

家発生のどの原因と関係しているかをまとめると表

１のようになる．共分散構造の結果と表１を組み合

わせることで，空き家対策として有効で力を入れる

べきものがわかると考えられる．なおここであげた

空き家対策はすでに他の自治体で行われている空き

家対策を分類した． 
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表１ 空き家対策と原因の関係 

段階 原因 対策 

居住者がいなくなる 周辺環境の悪化 周辺環境整備 

 

 

居住者が現れない 

情報不足 空き家バンク 

 

魅力無し 

空き家取得補助 

改修費用補助 

利便性無し 交通網整備 

 

 

 

 

放置される 

 

 

 

解体の費用，必要性

なし（注１） 

所有者への勧告 

自治体主導の解体 

解体費用補助 

固定資産税の減免措

置廃止 

用途地域による制限 用途地域変更 

転用の余地なし 区画整理実施 

 

（注１）「解体の必要性無し」とは所有者が「使い道はないが積極

的に解体を行う必要もない」と考えている場合である． 

 

６．想定される結果 

 空き家の発生は様々な要因が絡まり合っているが，

それぞれの要因が一様に空き家発生に寄与している

とは考え難い．考えられる要因を並べて定量的に分

析することで各要因の空き家発生における重要度が

明らかになり，有効な空き家対策を見出すことがで

きると思われる． 

 

７．今後の予定・課題 

 今後の予定としては空き家発生の段階ごとにおけ

る要因および評価基準の分析と検討が主な作業にな

ると考えられる．分析結果をもとに要因や評価基準

を検討し，精度の高い予測式を構築する必要がある． 

その際の課題としてあげられるのはデータの扱い

である．得られるデータごとに年次や区分が異なる

ためそれらをどのように統一するかが大きな課題で

ある．  
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